
























































このモデルは，特に，McCallum and Whitaker(1979), Dornbusch and Fischer (1987) chapter 14
に基づく。
現在では， 式タイプの総供給関数は，古典派的な考え方だけではなくケインズ的な考え方から





yt y* a pt pet et a 0
yt b1 pt b2mt vt b1，b2 0












て，容易に求められる 。 式によると，総供給の水準 ytは，国民所得の正常





















民所得，物価水準，貨幣供給量の最新情報（yt 1, pt 1, mt 1）に基づいて決定
されるとする。同時に，政策行動にはランダムな要因 tが作用する可能性を
考慮に入れる。それゆえ，貨幣供給量の値は，組織的なルール部分
（ 1 yt 1 2 pt 1 3 mt 1）と非組織的な部分 tから構成される。
式は，物価水準の予想値は「合理的期待」によって形成されることを表
























で，内生変数の均衡値は，先決内生変数 yt 1 , pt 1 , mt 1 ,外生変数 y*，および























yt y* ab2 t avt b1et ／ a b1
と表せる。したがって，民間の経済主体が合理的期待に基づいて期待形成を行
う場合には，国民所得の水準 ytはその正常値 y*，および政策行動・需要側・供






























は期待形成時点の t 1期末における物価水準 pt 1が，次の t期にも継続する
と予想する。この場合，マクロ経済モデルは ， ， ， の４つの式からな
り，内生変数は yt，pt，pet，mtの４つである。
まず，貨幣供給量mtと物価水準の予想値 petは，それぞれ 式と 式によっ
て決まる。次に， 式と 式の ytを均等させ， 式を代入すれば，物価水準の
均衡値 ptが得られる。また，物価水準の均衡値と予想値の差を求めると，物価
水準の予測誤差は，












































yt y* a pt t 1pet ／2 a pt t 2pet ／2 et





t i pet E
t i




mt i 1, 2
によって与えられる。




pt t 1pet b2 mt t 1met vt et ／ a b1







大瀧（1994）p.39， Romer (2001) pp.287を参照。
pt t 2pet ab2 t／ a b1 a 2b1 2b2 mt t 2met ／ a 2b1
vt et ／ a b1
になる。以上の 式と 式を 式に代入して整理すれば，実質国民所得の均衡
値は，
yt y* ab1b2 t／ a b1 a 2b1 ab2 mt t 2met ／ a 2b1






















以下のモデルは，嶋村（2004）の古典派モデルをベースに，Mankiw (1994) chapter 14，Gordon




























Y AF N, K FN, FK 0，FNN, FKK 0
AFN N, K W／P
N N W／P, r NW／P 0，Nr 0
Y C I G
C C r, Y T Cr 0，CY T 0
I I r, K, A Ir 0，IK 0，IA 0













を稼ぐと，将来，元利合計は 1 r W／Pになり得る。それゆえ，将来働いて

















生産物 AFN (N, K ) は技術的ショック A にも影響を受けるので，好ましい技術
的ショックが起こると，投資は増加する。
最後に， 式は流動性選好説による貨幣市場の均衡条件である。名目貨幣供








第１に， 式と 式より，労働雇用量 Nと実質利子率 rの関係を求め，こ
の Nを 式に代入すれば，実質国民所得（国内総生産)Y と実質利子率 rの関
係が得られる。これを「総供給曲線」と言うことにする 。総供給曲線の傾き
Hは，








第２に， 式の実質消費 Cと 式の実質投資 Iを 式に代入すると，実質国
民所得 Y と実質利子率 rの関係が求められる。これは周知の IS曲線である
が，ここでは「総需要曲線」と呼ぶことにする。総需要曲線の傾きは，
1 CY T ／ Cr Ir ０
であるから，総需要曲線は図１の右下がりの曲線 ADのように描ける。
図１の状況では，利子率の需給調整作用により，財市場の均衡は総供給曲線
ASと総需要曲線 ADの交点 Eで実現し，実質利子率は r 0，実質国民所得は
Y0の水準に決定される。これに対応して， 式から労働雇用量 N， 式から実
質消費 C， 式から実質投資 Iが，そして， 式または 式から実質賃金率
W／Pが同時に求められる。さらに， 式より，一定の貨幣供給量 Mに貨幣

























図１の ASから AS へと右方にシフトする。総供給曲線のシフト幅 Zは，
Z F AFN2NW／P／ 1 AFNN NW／P 0
である。第２に，好ましい技術的ショックは資本の限界生産性を上昇させるの
で，望ましい資本ストックの水準は高まり，現実の資本ストックとのギャップ
を埋めるべく投資需要が増加する。そのため，総需要曲線も ADから AD へ
右方にシフトする。総需要曲線のシフト幅は，


























dY／dA IA／H Z Cr Ir ／ 0
dr／dA IA Z 1 CY T ／
















場合には， 式と 式より，IA Z 1 CY T であるから，実質利子率は下落


















以下の独占的競争モデルについては，Blanchard and Kiyotaki (1987), Blanchard and Fischer
(1989) chapter 8 のほか，Rotemberg (1987), Ball and Cecchetti (1988), Ball and Romer (1989, 1990),











さて，代表的な家計 iの効用 Uiは，消費指標 Ciが上昇するにつれて高まる
一方，労働供給量 Niが増加するにつれて低下すると考え，効用関数は，
Ui Ci Ni／ 1








































給量 M/ Pと比例的に変化するが，財 iの相対価格が上昇すると減少する。
次に，代表的な企業 iの実質利潤は， i Pi／P Yi W i／P Niと表せる。こ
れに生産関数 ，労働供給関数 ，需要関数 を代入すると，




たがって， 式を Piについて最大化すれば，企業 iが生産する財 iの最適価
格，
Pi／P ／ 1 M／nP 1
が得られる。ここで，0 1／ 1 1 1，0 1 1である。




Yi ／ 1 M／nP
となる。以上の 式と 式より，実質貨幣供給量 M／Pが減少すると，企業 i





P Pi ／ 1
1
1 M／n i 1, …, n
と表せる。これを 式に代入すると，各企業の均衡生産量は，
Yi ／ 1 1 i 1, …, n

























i Pi* i Pi0 z ⇒ 価格の変更 … Pi Pi*
i Pi* i Pi0 z ⇒ 価格の硬直化 … Pi Pi0








れない。この点を明らかにするため，実質利潤関数 i Pi0 を新しい利潤最大
化価格 Pi*を中心にテーラー展開し，２次の項までで近似した後，利潤最大化
の１階条件 i Pi* 0を利用すると，
i Pi* i Pi0 i Pi* Pi* Pi0 2／2






(1993) chapter 8, Romer (2001) chapter 6 などを参照。
図２：総需要の減少と経済余剰
i Pi* と，利潤最大化価格の乖離の２乗 Pi* Pi0 2に依存する。したがって，
利潤関数が Pi*の近傍でフラットであれば， i Pi* の値は小さい。また，総







新しい需要曲線 Diと限界費用曲線 MCiが描いてある 。前項の説明より，生産
者余剰の増加分（面積 F－面積 E）がメニュー・コスト zを上回るならば，企
業 iは新しい利潤最大点 bを選び，価格を当初の Pi0から Pi*に引き下げ，生産




リットはなく，企業 iは当初の価格 Pi0をそのまま維持し，a点で Yiaだけ生産
する。
ところで，企業 iが価格引き下げ（b点）に代えて名目価格の硬直化（a
点）を選ぶ場合，企業 iの失う生産者余剰は面積 F－面積 Eである。これは
いわば「価格硬直化の私的費用」に当たる。一方，マクロ経済の観点からすれ
ば，企業 iが価格を調整せず，総需要の減少に対して生産量の調整だけで対処























以下の説明については，Akerlof (1982), Yellen (1984), Shapiro and Stiglitz (1984), Katz (1988),

























効率賃金モデルの基本文献は，Solow (1979) である。また，Katz (1988), Blanchard and Fischer


















e e w e w 0
と表せる。なお，w の低い段階では e w 0，wの高い段階では e w 0と仮
定する。ここで，効率賃金とは，実質賃金１単位当たりの労働者の努力水準








Y AF e w N F 0，F 0




AF e w N wN
が最大になるように行動する。ここでは，財市場は完全競争の状態にあり，財
の価格は企業にとって所与とすれば， 式を wと Nについて最大化すること














実質賃金が効率賃金 w*の水準であれば，労働供給量は G点で NSの大きさに
























ei wi x 0 1






Yi A e wi Ni 0 1
のように示す。ここで，wiは財 iの生産に携わる労働者の実質賃金，ei e wi
はその努力関数である 。さらに， 式をNiについて解き，財の生産＝需要の
関係を利用すると，企業 iの有効労働需要関数は，
Ni 1／e wi Yi／A
1
と表せる。
この場合，代表的な企業 iの実質利潤 i Pi／P Yi W i／P Niは， 式と
式を考慮に入れると，





まり一般物価水準 Pを所与とみなして，実質賃金 wiと自己の財価格 Piを利潤
が最大になる水準に決定する。言い換えると， 式を wiと Piについて最大化
することにより，企業 iは最適実質賃金を効率賃金 w*iの水準に決める。同時
に，財 iの最適価格は，
Pi／P B M／nP 1
とする。ここで，B ／ 1 w*i／e w*i A 0, 0 1／ 1
1 である。上の 式より，実質貨幣供給量 M／Pが減少すると，企業 iは自
己の財 iの相対価格 Pi／Pを引き下げる。ただし，価格の引き下げ率は貨幣供









さらに， 式を 式に代入すると，企業 iの最適生産量は，
Yi B M／nP
になる。そして， 式を 式に代入すれば，最適雇用量は，
Ni 1／e w*i A
1
B M／nP






同じで平均実質賃金 w*に等しく，また各財の価格 Piは平均価格 Pに一致する
w*i w*, Pi P。したがって， 式より，均衡価格は，
P Pi B 1 M／n i 1, …, n
と表せる。ただし，上式の Bでは w*iを w*に置き換えてある。さらに， 式を
式と 式に代入すると，各企業の均衡生産量と均衡雇用量は，
Yi B i 1, …, n
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